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平
成　

年
度
一
般
会
計
・
特
別
会
計
及
び
企
業
会
計
の

２２

決
算
が
、
市
議
会
９
月
定
例
会
で
認
定
さ
れ
ま
し
た
。

　

そ
こ
で
、
市
民
の
皆
さ
ん
に
納
め
て
い
た
だ
い
た
税
金

や
国
・
県
か
ら
の
補
助
金
な
ど
が
ど
の
よ
う
に
使
わ
れ
た

の
か
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。歳　入

229億9,326万円
（100％）

源
財
主
自

（29.1％）
源
財
存
依

（70.9％）

市税
49億1,983万円（21.4%）

市 民 税
固定資産税
軽自動車税
た ば こ 税
特別土地保有税
入 湯 税

19億8,624万円
25億7,481万円
1億   102万円
2億3,537万円

51万円
2,188万円

8.7％
11.2％
0.4％
1.0％
0.0％
0.1％

その他
2億1,996万円（1.0%）

繰越金
5億5,204万円（2.4%）
諸収入
5億3,492万円（2.3%）
使用料手数料
2億5,441万円（1.1%）

分担金負担金
2億1,219万円（0.9%）

地方交付税
89億5,364万円（39.0%）

その他
10億4,213万円（4.5%）

国庫支出金
28億9,062万円
（12.6%）

市債
22億5,824万円
（9.8%）

県支出金
11億5,528万円
（5.0%）

　

平
成　

年
度
は
、
歳
入
に
つ

２２

い
て
は
、
経
済
不
況
の
影
響
を

受
け
、
市
民
税
の
落
ち
込
み
に

よ
り
市
税
が
減
収
と
な
る
な

か
、
地
域
活
性
化
臨
時
交
付
金

や
財
政
調
整
基
金
及
び
市
債
等

の
活
用
に
よ
り
所
要
の
財
源
を

確
保
し
ま
し
た
。

　

歳
出
に
つ
い
て
は
、
地
域
情

報
基
盤
整
備
推
進
事
業
に
よ
る

光
フ
ァ
イ
バ
ー
の
敷
設
、
常
陸

大
宮
済
生
会
病
院
の
運
営
安
定

化
支
援
や
医
師
確
保
基
金
の
設

置
、
予
約
制
乗
合
タ
ク
シ
ー
運

行
や
市
道
の
整
備
、
教
育
環
境

の
充
実
を
図
る
た
め
の
小
学
校

の
耐
震
補
強
・
改
修
や
大
宮
中

学
校
武
道
場
の
整
備
等
、
総
合

計
画
等
に
基
づ
く
各
種
施
策
を

実
施
し
ま
し
た
。
ま
た
、
東
日

本
大
震
災
で
は
、
即
座
に
災
害

対
策
本
部
を
設
置
し
て
避
難
者

の
対
応
に
あ
た
る
と
と
も
に
、

自
衛
隊
の
協
力
の
下
、
炊
き
出

し
や
給
水
な
ど
災
害
救
助
を

行
っ
た
ほ
か
、
災
害
ご
み
の
受

け
入
れ
及
び
被
災
住
宅
の
復
旧

相
談
等
被
災
者
支
援
に
努
め
ま

し
た
。

　

一
般
会
計
の
歳
入
決
算
額
は

２
２
９
億
９
３
２
６
万
円
、
歳

出
決
算
額
は
２
１
９
億
６
１
４

２
万
円
で
、
歳
入
と
歳
出
の
決

算
額
に　

億
３
１
８
４
万
円
の

１０

差
が
あ
り
、
こ
の
う
ち
平
成　
２２

度
に
完
了
し
な
か
っ
た
事
業

（
繰
越
事
業
）に
充
て
る
財
源
２

億
６
０
７
６
万
円
を
除
い
た
７

億
７
１
０
８
万
円
は
、
平
成　
２３

年
度
の
一
般
会
計
予
算
へ
繰
り

越
し
て
い
ま
す
。

現　在　高区　　　分
４９億５，００３万円合 併 特 例 事 業 債

一
般
会
計

４６億３，５２５万円過 疎 対 策 事 業 債
８１億３，７８１万円臨 時 財 政 対 策 債
８５億６，５７３万円そ の 他
２６２億８，８８２万円一 般 会 計 計 Ａ

８６億８，７００万円※Ａから地方交付税算入分
を除いた市債残高

１億４，８８３万円国 保 診 療 施 設 勘 定

特
別
会
計
・
企
業
会
計

３２億１，７７７万円公 共 下 水 道 事 業
４３億９，１１０万円農 業 集 落 排 水 事 業
２億２，０４９万円戸 別 浄 化 槽 整 備 事 業
２８億１，０５４万円簡 易 水 道 事 業
１億２，５２３万円宅 地 造 成 事 業
５，０１８万円温 泉 事 業

１２億２，０１０万円上 水 道 事 業
１２１億８，４２４万円特 別 会 計 等 計 Ｂ

７２億３，５４９万円※Ｂから地方交付税算入分
を除いた市債残高

３８４億７，３０６万円合計（Ａ＋Ｂ）

１５９億２，２４９万円※合計（Ａ＋Ｂ）から地方交付税算
入分を除いた市債残高

差引（Ａ－Ｂ）歳出（Ｂ）歳入（Ａ）会計名
２億３，２０１万円４８億８，１１２万円５１億１，３１３万円事業勘定国民健康

保 険 ７６２万円３億５，５７１万円３億６，３３３万円診療施設勘定
１６０万円２３３万円３９３万円老 人 保 健
１，４０６万円５億８，２６９万円５億９，６７５万円公共下水道事業
５，０３２万円１，１１５万円６，１４７万円公 営 墓 地
１，５９６万円８億６，９６６万円８億８，５６２万円農業集落排水事業
９８１万円３８億８，４３６万円３８億９，４１７万円介 護 保 険
７，７７２万円８億　７７６万円８億８，５４８万円簡 易 水 道 事 業
７２万円２，８４６万円２，９１８万円宅 地 造 成 事 業
９６万円３，８９９万円３，９９５万円戸別浄化槽整備事業

２，３７２万円７，８２８万円１億　２００万円温 泉 事 業
２２万円４億１，６９６万円４億１，７１８万円後期高齢者医療

５，０７６万円６億２，２８５万円６億７，３６１万円収益的収支
上水道事業

▲ １億８，２１７万円２億４，９４３万円６，７２６万円資本的収支
３億　３３１万円１２８億２，９７５万円１３１億３，３０６万円　 合　 計　

　　※印の項目は、市債のうち合併特例事業債や過疎対策事業債な
ど、毎年度の元利償還額の一部を地方交付税で補てんされる市債
があり、それらの市債の残高から補てんされる金額を除いて実際
に市が負担する見込み額です。

◎上水道事業会計の資本的収支の差引▲１億８，２１７万円（不足額）
は、過年度分損益勘定留保資金等で補てんしました。
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広報　常陸大宮　　　　平成２３年１０月号３

民生費
60億6,339万円
（27.6%）

公債費
33億5,281万円
（15.3%）教育費

29億1,044万円
（13.3%）

総務費
27億2,919万円
（12.4%）

衛生費衛生費
21億615万円21億615万円
（9.6%）（9.6%）

衛生費
21億615万円
（9.6%）

土木費土木費
14億167万円14億167万円
（6.4%）（6.4%）

土木費
14億167万円
（6.4%）

農林水産業費農林水産業費
12億5,294万円12億5,294万円
（5.7%）（5.7%）

農林水産業費
12億5,294万円
（5.7%）

消防費ほか消防費ほか
21億1,483万円21億1,483万円
（9.7%）（9.7%）

消防費ほか
21億1,483万円
（9.7%）

歳　出
219億6,142万円
（100％）

障害者福祉、高齢者福祉、保育所費等に係る費用
◆障害者福祉対策事業
◆老人医療給付事業
◆子ども手当、保育所費、民間保育所施設整備助成、延
長保育・休日保育実施助成、放課後児童健全育成事業
◆赤ちゃんの駅設置事業
◆母子・父子福祉手当支給事業
◆高齢者福祉対策事業
◆生活保護事業
◆東日本大震災関係災害救助費など

消防設備等の整備や商工振興等に係る費用
◆消防資機材（防火水槽・消火栓等）整備事業
◆商工会助成事業
◆商店街活性化支援事業（常陸大宮宅配サービス）補助
◆宮の郷工業団地企業誘致推進事業
◆２川（2000）愛ある特産品づくり事業
◆観光振興対策事業など

農道・林道整備や農林水産業振興等に係る費用
◆土地改良事業等による農道及び排水路整備
◆県営負担金事業による基盤整備
◆林道整備事業
◆木造住宅建設助成事業
◆県産材流通・加工体制整備事業補助
◆森林機能緊急回復整備事業など

道路・橋梁整備、公営住宅管理等に係る費用
◆市道・橋梁整備事業
◆公営住宅、都市公園等管理事業
◆公共下水道事業特別会計繰出金など

保健衛生、広域聖苑管理運営、ごみ収集等に
係る費用
◆健康診査、予防接種及び結核予防事業
◆常陸大宮済生会病院運営安定化支援
◆医師確保基金設置
◆新型インフルエンザ等伝染病予防対策事業
◆広域聖苑管理運営費
◆大宮地方環境整備組合負担金
◆ごみ収集委託など

地域振興等に係る費用
◆地域情報化計画策定事業
◆総合計画策定事業
◆市内循環バス運行事業
◆デマンド交通システム構築事業（乗合タクシーの実証運行）
◆地域情報通信基盤整備推進事業（光ファイバー幹線整備）
◆電波遮へい対策事業（地デジ対応アンテナ整備助成）
◆徴税対策費、選挙費など

過去の借入金の返済等に係る費用
◆元金償還
◆利子償還
◆一時借入金利子

小・中学校・幼稚園管理費、生涯学習・スポーツ振
興等に係る費用
◆小中学校校舎等の耐震化、環境整備、備品の充実
◆大宮中学校武道場整備事業
◆教育支援センター事業
◆小学校英語指導員、中学校英語指導助手配置事業
◆中学生海外研修事業
◆ふれあいの船体験事業
◆生涯学習推進事業、文化センター管理運営事業
◆（財）常陸大宮市体育協会設立支援事業
◆学校給食センター設備等の充実など

収　　　　　　　　　　入
比較増減Ｈ２１家計の収入Ｈ２２家計の収入歳入区分（目的別）収入費目

▲２万円１２１万円１１９万円市税・分担金及び負担金・
使用料及び手数料など給料

４万円２７７万円２８１万円地方交付税・各種交付金・
国県補助金など実家からの援助

１万円３万円４万円財産収入など不動産収入
１万円４４万円４５万円市債銀行などからの借入金
▲７万円７万円０円繰入金貯金の取崩し

０円１１万円１１万円繰越金前年度からの繰越金
▲３万円４６３万円４６０万円１年間の収入合計

支　　　　　　　　　　出
比較増減Ｈ２１家計の支出Ｈ２２家計の支出歳出区分（性質別）支出費目
▲６万円９５万円８９万円人件費食費

▲３万円５８万円５５万円物件費電気・水道代などの
日常生活費

１０万円５０万円６０万円扶助費医療費・介護費用など
▲５万円７２万円６７万円公債費ローンの返済
１万円２万円３万円維持補修費家・車の修理代など
▲１８万円５１万円３３万円補助費等区会費・お祝金など
▲４万円６２万円５８万円繰出金子どもへの仕送り

２万円５２万円５４万円投資的経費（普通建設事
業費・災害復旧費）

家の増改築・車の購
入代など

０円４万円４万円投資及び出資金・貸付金など友人への融資
１１万円６万円１７万円積立金貯金
▲１２万円４５２万円４４０万円１年間の支出合計

９万円１１万円２０万円次年度への繰越金（収入－支出）
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　財政用語が難しかったり、金額の桁数が大き過ぎて実感がわかないと
言われることが多いので、市の財政状況を身近に感じていただけるよう
に、一般会計の決算規模を５０００分の１に縮小して『ひたまるさんちの家
計簿』に例えて表現してみました。市の財政と家庭の家計簿では仕組み
が違い、完全な置き換えが難しいところが多々あることをご了解ください。
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１世帯当たり１人当たり区　　　分

２８７，２３９円１０６，１８２円市 税 負 担 額

１，２８２，１９４円４７３，９８１円歳　 出　 額

◎上記の金額は、平成２３年３月３１日現在の住民基
本台帳人口と世帯数（４６，３３４人、１７，１２８世帯）
を用いて算出しています。

◎上記の金額は、平成２３年３月３１日現在の住民基
本台帳人口と世帯数（４６，３３４人、１７，１２８世帯）
を用いて算出しています。
　また、市債の「１人当たり」及び「１世帯当た
り」の（　）書きの金額は、地方交付税で補て
んされる金額を除いています。

１世帯当たり１人当たり区　　　分

２６万８千円９万９千円積立基金
基　

金
７万１千円２万６千円定額運用基金

３３万９千円１２万５千円合 計

１５３万５千円
（５０万７千円）

５６万７千円
（１８万７千円）一般会計

市　

債

７１万１千円
（４２万２千円）

２６万３千円
（１５万６千円）

特別会計＋
企 業 会 計

２２４万６千円
（９２万９千円）

８３万円
（３４万３千円）合 計
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